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１．はじめに
 研究の目的と視角
小稿の目的は，過疎地・人口希薄地におけるニーズと地域特性に即した
生活支援の公共交通の存在形態を，事例の検討を通じて明らかにすること
＊専修大学文学部教授
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である。
過疎地・人口希薄地では，通常の路線バス事業を維持することが難しく
なっている。部分的に路線バスが運行する一方で，生活支援のため市町村
が運営する代替バス交通等が路線バス空白地を対象に運行している。高い
経済性の追求が困難で，公的な補助が必要な運行であるが，生活支援のた
め必要である。それゆえ，効率的かつ利便性の高い運行が要請される。
一方で，その運行内容・形態にはさまざまなヴァリエーションがある。
運行のヴァリエーションは，人口面での需要の量と質・対象地の広さ・集
落や施設の立地状況をはじめとする地域差に対応して生じている。また，
地域社会ごとに優先的な移動目的自体が同一でない。このように，一義的
に最適の運行内容・運行形態が存在するわけではない。
公的補助による路線バスの維持や，コミュニティバス等の代替運行
は，１９９０年前後から徐々に実施され拡大してきた。すでに２０年以上の歴史
を刻んでいる。その間，利便性と効率性を追求して，さまざまな取り組み
や改定がなされ，その上で今日の運行内容・運行形態が採用されている。
つまり，いまだ改善の余地はあろうが，運行履歴・運行実績が持続可能性
追求の証であり，存続し続けていることにより地域の特性をふまえた持続
可能性を有しているとみなせる。それゆえ，運行事例群を対象に，その運
行内容・形態を帰納的に検討すれば，地域条件ごとに維持可能な公共交通
のあり方について示唆が与えられるはずである。この考え方に基づいて，
小稿は事例によりニーズと地域の特性に即した生活支援の公共交通を検討
する。
 研究史の整理
先進国における人口希薄地での公共交通の確保に関する研究は１９７０年代
からの研究蓄積をもつ。イギリスアングリア地方を対象にしたMalcolm J.
Moseley（１９７９）が有名である。彼は，農村住民にとってアクセス可能か
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否かが活動機会を根本的に規定する点を重視し，まず交通が供給されるこ
とによって，活動ニーズが満たされる前提条件が成り立つとし，福祉社会
の観点からデマンドをできるかぎり満たしうる交通の稼働の必要性を主張
した。彼の指摘は，不十分な交通機会しかもたない過疎地では人々の活動
ニーズの発現そのものが阻害される点を鋭く突いており，重い意味をもつ。
その一方で，交通サービスの提供に要するコストや効率性については十分
踏み込んでいない。そのため，結果的に，主張を満たす代替バス交通が必
ずしも稼働するには至らなかった。
日本では，交通工学分野を中心に，１９８０年代以降，路線バス事業が困難
になった市町村や，既存路線バスの空白地域における生活支援交通に関す
る研究が多く蓄積されてきた。路線バス，コミュニティバス，デマンド型
交通（DRT），特定輸送サービス（STS），サポート交通システム等の運行，
利便性や効率性，策定計画に関して，多岐にわたる研究がある。これらの
交通は，多数の不特定者に対する定時停留所方式での運行から少数の特定
登録者に対する非定時非停留所方式（予約方式）での運行まで，数段階の
条件の異なる交通手段に分類できる（表１）。
路線バス，コミュニティバス，デマンド型交通，STS等がどのような交
通手段で，いかに運営・運行されているか，またどのような地域特性とそ
れぞれ適合的かについて，秋山・吉田（２００９）が整理している。また，吉
田（２００９）は，地域特性の違いにより生活支援交通が抱える課題・問題状
況が異なるので，地域特性の違いを体系的に捉えて，生活支援交通が抱え
る課題・問題点とその対策を対比的かつ体系的に整理して提示しようとし
た。具体的には，国勢調査の項目群を用いて因子分析して，全国の市町村
を８類型に分類し，類型ごとに１事例調査を行って明らかになったバス交
通の課題を，各類型の課題とみなして提示した。しかし，提示された課題
は，これまでに指摘されている課題や問題点と変わらない１）。
上記のように，交通工学の研究は多岐にわたる。そこで，小稿の目的に
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沿って，特定利用者に限定された STSを除き，広く住民が利用できる生
活支援の公共交通（路線バス，コミュニティバス，デマンド型交通（DRT））
に関して，既存研究を整理しよう。
多くの路線バスが運行されている一方で，各地で路線バスの代替交通手
段としてコミュニティバスが導入されており，更にコミュニティバスの運
行が困難な，乗降者数が限られた地域で DRTに切りかえられている。岸
・佐藤（２００６）は，住民の判断基準を分類基準として用いて，コミュニテ
ィバスを維持すべき地域，DRTで対応できる地域，サポート交通システ
ムを導入すべき地域を弁別する方法を考案した。移動ニーズをもつ住民に
とって，即時性（ex３０分以内の移動の可否），運賃の妥当性，乗車停留所
までの距離の受け入れ可否の３指標が大きな意味をもつこと，これらによ
り区分設定することを提案し，事例地域を実際に３地域区分して示してい
る。また，交通工学の研究群は，共通して，次の特徴をもつ。それは，生
活支援のバス交通の考察に際して，念頭に置くべき諸要因として，利便性
や効率性の向上に対して何らかの仮説を設け，その条件を満たすことで科
学的根拠を満たした利便性や効率性が得られるとの考えに立脚している点
表１ 生活支援の道路公共交通（バス等）の種類と運行特性
種類
定時・不
定時運行
停留所・
非停留所
経路固定
経路可変
利用者の
特定・不
特定
予約の要
・不要
路線バス 定時 停留所 固定 不特定 不要
コミュニティバス
定時 停留所 固定 不特定 不要
不定時 停留所 可変 特定 要
デマンド型交通
不定時 停留所 可変 特定 要
不定時 非停留所 可変 特定 要
特定輸送サービス 不定時 非停留所 可変 特定 要
サポート交通システム 不定時 非停留所 可変 特定 要
注）原則「停留所」乗降だが，特定区間で停留所以外において乗降可の場合がある
過疎地におけるニーズと地域特性に即した生活支援のバス交通 111
である。事例地域はあくまでも事例に過ぎず，一般解を得ることを志向す
るもので，適する交通手段とその規定要因群を還元的に解明して解を得よ
うとする。
しかし，交通を成立させている諸条件は，一つの市町村内においてもさ
まざまなヴァリエーションがあり，生活行動の主体である住民の属性によ
っても，あるいはそのときどきの活動動機によっても多様な交通手段のな
かで適するものは可変的である。過疎地の住民の生活支援になる現実的な
バス交通の視点から，展開しているバス交通実態を対象にして，よりリー
ズナブルな交通の存在形態について考えることを目的にする場合，あまり
に還元的な議論を展開することは，位相がかみあっていないように感じる。
むしろ，交通工学の多くの研究が留意し，検討の対象としている事項群
を確認し，それらの要素や因子の研究必要性，交通現象や人の移動・活動
の核をなす機能・役割を理解して，移動を規定する諸条件についての構造
を包括的に確認するための素材として，交通工学の既存研究を参考にした。
既存研究群は，研究テーマとしては，個々の交通手段の移動特性，移動制
約条件や移動ニーズを引き起こす条件の検討，運営可能な生活支援交通が
成り立つエリアの判定，日常生活圏内と日常生活圏外の間をスムーズに移
動できる交通体系の検討，自治体や住民による現行ダイヤ・運行方式の評
価，効率性・利便性を高める運行規定要因の検討，コミュニティバス等の
事業化にむけた計画策定方法の検討，公共交通のサービスの程度と生活行
動の質との関係などがある。また，コミュニティバスや DRTなど複数の
交通手段間の運行方式・運行コスト等の実態比較・閾値の研究がある。こ
れらの研究動向を整理すると，日常生活における交通手段を用いた移動と
その要因群（図１），移動への制約が生活行動や移動ニーズに及ぼす負の
影響（図１），過疎地・地方生活圏における運営可能な生活支援公共交通
とその運行エリアおよび運行規定要因（利便性・効率性等の条件）の研究
（図２），地域振興の装置・道具として交通が果たす役割を論じた研究にお
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図１ 日常生活における交通手段を用いた移動とその要因群
図２ 過疎地における公共交通サービスと利便性・効率性等の運行規定要因
注）即時性：乗車したい時刻と乗車できる時刻の適合度，待ち時間の長さ
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おむね収斂する。
以上の研究史をふまえた上で，小稿ではバス交通を対象に，次章におい
て，日本におけるバス交通の概観，過疎地を含む地方生活圏における路線
バスの現状，三章において，過疎地を含む地方生活圏において試行錯誤を
繰り返す現在のコミュニティバスの代表的運行事例を検討し，地域特性と
ニーズに即したコミュニティバスの存在形態について考察する。四章にお
いて，コミュニティバスの運行が困難な地域での問題状況に言及する。
２．全国と地方生活圏におけるバス交通の概観
 バス交通のタイプと分布
コミュニティバスとデマンドバスの実態と特色は，次のとおりである。
路線バス運行が十全でない地域では，市町村等が運営主体となり一般に
交通事業者に運行を委託してコミュニティバスの形態で，補完的に交通機
能を担っている。元来，人口稠密な都市域では交通事業者が運営する路線
バスを運行する条件が満たされている。しかし既存ダイヤの再構築を行わ
ず，既存路線バスの空白地にコミュニティバスを運行する市町村が多い。
コミュニティバスの運賃の方が既存路線バスの運賃よりも安いことが多く，
既存路線バスの営業係数を悪化させる要因になっているが，根本的な改善
をはからないままコミュニティバス路線が増加してきた。これに対して，
路線バスを維持するだけの収益性がみこめない過疎地・人口希薄地では，
路線バスの撤退に伴い，市町村が運営するコミュニティバスが代替する事
例が増加した。２００２年２月の道路運送法の改正による乗合バス事業の規制
緩和と地方バス路線維持費国庫補助制度の変更が，地方生活圏での路線バ
スの縮小・廃止に拍車をかけた。このように，十分な収益が上がらない地
方生活圏・人口希薄地域で運行されるコミュニティバスと都市部での既存
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路線を補完するコミュニティバスとが併存する。
デマンドバスは，恒常的に一定のニーズはあるが，コミュニティバスを
運行して採算がとれるほどの乗客数ではない場合に市町村等が採用してい
る。路線バスやコミュニティバスと異なり，事前予約に応じてそのつど組
むコースと集合地点で事前予約者を順次乗車させ，それぞれの目的地に配
送する乗合バス（乗合タクシー）である。
日本では，企業および市交通局等による路線バス，市町村等によるコミ
ュニティバス，市町村等によるデマンドバスの運行路線一覧が，国土交通
省により公表されている。それをもとに，それぞれのバス路線一覧を作図
した（図３）２）。
路線バスのうち，県・市交通局が運営主体になり交通事業者として運行
しているエリアは，各市の市街化地域にほぼ対応している。企業による路
線バスと比較した場合，農村部への面的な広がりをみせず，運営する市域
内に点的に凝集した分布を示す。県・市交通局の代表的なものを表２に示
した。バス，地下鉄，路面電車がこれまでの３大交通手段であり，そのう
ちバスは最も多くの県・市交通局によって運営されている。現在，バス事
業に観光バス（市内近郊の観光スポットへのバス），市内循環コミュニテ
ィバスを組み込んでいる場合も多い。
企業による路線バスのエリアの図では，域外の大都市等との高速夜行バ
ス等の定期路線を除外して作図を行った。企業による路線バスは，中心市
と周辺農村部を結ぶ多くのダイヤを含むので，国土の広範な一帯を運行し
ていることがわかる。
コミュニティバスは，都市内および都市圏において多く運行している。
統計上一括して集計されているため，過疎地・人口希薄地におけるコミュ
ニティバスの運行を弁別して示すことが難しい。図３からは，むしろ，運
行エリアが企業による路線バスに次いで広い範囲に及んでいることがわか
る。したがって，コミュニティバスが路線バスの代替交通として都市部で
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図３ 日本の路線バス，コミュニティバス，デマンドバス（２０１３年現在）
注）左上：企業交通事業者の路線バス，右上：都県市交通局の路線バス，左下：コミ
ュニティバス，右下：デマンドバス
資料）国土交通省 ２０１３
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表２ 県・市交通局が運営する交通
県・市交通局 市の分類 バス 地下鉄 市電
東京都 － ○ ○ ○
長崎県 － ○ × 民営
札幌市
政
令
指
定
都
市
× ○ ○
仙台市 ○ ○ （○）
横浜市 ○ ○ （○）
川崎市 ○ × （○）
名古屋市 ○ ○ （○）
京都市 ○ ○ （○）
大阪市 ○ ○ （○）
神戸市 ○ ○ （○）
福岡市 × ○ ×
北九州市 ○ × （○）
青森市
県
庁
所
在
都
市
○ × ×
松江市 ○ × ×
徳島市 ○ × ×
佐賀市 ○ × ×
熊本市 ○ × ○
鹿児島市 ○ × ○
函館市 中核市 × × ○
八戸市 特例市 ○ × ×
尼崎市 中核市 ○ × ×
伊丹市 ○ × ×
宇部市 ○ × ×
岩国市 ○ × ×
佐世保市 特例市 ○ × ×
注）（○）はかつて運営し，その後廃止した場合
過疎地におけるニーズと地域特性に即した生活支援のバス交通 117
の交通利便性の拡大と，過疎地での路線バス代替交通手段のいずれをも要
因として拡大していることがわかる。
デマンドバス（DRT）は，現時点では限られた場所で運営されている
にすぎない。それでも実施市町村は，約７０町村に及び，山崎・竹内（２００６）
が示した２００６年当時の実施状況と比較して倍増している。
 地方生活圏の路線バスの現状―鳥取県の例―
地方生活圏における路線バスの現状に関して，鳥取県を例に，概観しよ
う。日本では，路線バス事業者による独立採算を原則に，需給調整規則に
より一定のエリアを特定の事業者が独占して運営する方式が長く採用され
てきた。その結果，営業エリア内に黒字路線と赤字路線がある場合，黒字
路線の利益で赤字を内部補てんして路線を維持することが行われてきた。
しかし，１９９６年に需給調整規則廃止の方針が決定され，２００２年，路線参入
が免許制から認可制に切り替えられ，同一エリア内に複数事業者が参入・
競争する規制緩和が導入されたため，黒字路線の確保が担保できなくなっ
た。一方で，路線の廃止については，許可制から事業者による６か月以前
の事前届け出制への変更により，より簡易な廃止が可能になった。その結
果，不採算路線の減便・廃止が進んだ。
ところで，バスの乗客数は１９６８年度をピークに，以後減少し始め，マイ
カーの普及により１９７０年代から減少の度を強めた。１９８０年代からは，高速
バスの運行により許可距離を伸ばして，路線バス乗客数の頭打ち・衰退を
カバーした。それでも１９９０年前後以降，就業条件に恵まれた市交通局以外
の，多くの民営バスでは長時間操業下の給与削減が進められ，労働環境が
悪化し，同時に不採算路線の減便と路線縮小が進行していた。そのた
め，２００２年以降の規制緩和の導入により，一層広範な不採算路線の減便・
廃止が進行している。
路線バスの現状はおおむね上のように概観できるが，運行実態を正確に
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把握するには，路線バスの新旧ダイヤを比較して検討することが必要であ
る。そこで，鳥取県を事例にして検討することにした。しかし，鳥取県で
運営する交通事業者から新旧の運行ダイヤを入手しようとしたが，旧ダイ
ヤが保管されておらず，現行ダイヤの分析にとどまった（図４）。
図４は，規制緩和後の２００６年段階，鳥取県内を運行しているバス路線で
ある。図中には所在する集落と道路網を基図として描いた。多くのバス路
線が稼働していた１９７０年代には集落の大半にバス停留所が置かれていた。
入手したバス路線と時刻表をもとに，平日１日あたりの便数により３段階
に区分し，線種を変えて図示した。１日７便以下は，その路線バスが朝夕
など特定の時間帯に特定の用途のために利用できる場合，８～１４便はより
弾力的に乗降の時間帯が選べるが，待ち時間など利用に不便が残る場合，１５
便以上は朝から晩まで通常の利用が可能な場合とみなした。
鳥取県内は，鳥取市，倉吉市，米子市の３市を発着点にもつ３つの運行
体系で構成されている。鳥取市と倉吉市，倉吉市と米子市，鳥取市と米子
市を結ぶバス路線は運行しておらず，それらは JRに委ねられている。鳥
取市圏域では旧若桜町と旧八東町そして智頭町内の各所，倉吉市圏域では
旧東郷町内と旧三朝町内の路線バスがすでにほとんど運行していない。倉
吉市圏域と米子市圏域の中間に位置する旧赤碕町と旧中山町と旧名和町も
路線バス空白地域になっている。さらに米子市圏域では日野町と日南町が
交通事業者による路線バスの空白地域になっている。日野町と日南町では，
町役場によりコミュニティバスと一部デマンドバスが代替交通として運営
されている。
鳥取県は，需給調整規則による運行時代から，日の丸自動車，日本交通
の２交通事業者がほぼ同一路線を競合して運行しており，県内人口６０万人
の小さな利用者規模の割には運行条件がいい。それでも，路線バスが運行
していない広範な地域があり，限られた運行便数のため生活行動を路線バ
スに十分依存できない地域もある。
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鳥取県に限らず，現在の地方生活圏には公共交通面でこのような制約を
抱える地域が少なからず存在する。
３．地方生活圏・過疎地におけるコミュニティバス事例の検討
 兵庫県篠山市
篠山市は１９９９年に４町が合併して市制を布いた。中心部は旧城下町の篠
山で，市役所や篠山病院等の諸施設が所在する。JR福知山線篠山口から
大阪大都市圏に通勤就業がなされている。これに対して，篠山市域の南北
や幹線道路から外れた集落は中心部や JR篠山口へのアクセスが悪く，市
全体としても２０００年以降人口減少が進行している。部分的に大阪大都市圏
に包摂される一方で，地域格差の進行により過疎化地域が拡大している。
篠山市の路線バス撤退とコミュニティバス等の代替交通の導入は表３の
ように進行した。まず，２０００年７月 JRバスが篠山市に対して市内東部全
域の支線路線バス８路線廃止を表明し，２００２年３月末に６路線，８月末に
２路線が廃止された。市は神姫バスと５路線の経営引継ぎを契約し，３路
線を市運営，事業者代替運行契約し，８路線すべてを継続した。代替運行
のうち火打岩線と曽地奥線の２路線は乗合タクシーである。
その後５路線に関しても路線バス維持が困難と判断した市は，２００３年度
に今後のコミュニティバス運営への切り替えを念頭に，市民を対象にした
アンケートを実施し，２台のバスを各路線に週２日走らせる素案を提示し
た。便数は往復で２～４回／１日，１乗車１００円を予定した。２００４～２００５年
度に，ルート，停留所の地点，便数，ダイヤ，運行事業者，コミュニティ
バスの愛称等を決定し，国庫補助を受けて２００５年１０月３日から７路線で実
証運行を開始した。２００６年５月の道路運送法改正に伴い，「地域公共交通
会議」を設置し，市役所や運行事業者だけでなく住民・企業・NPOと協
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表３ 篠山市における路線バスの撤退と代替交通の導入の経過
時期 事象
２０００年７月 JRバス，市内東半分全域から全支線路線を２００２年３月末に撤退すると表明
２００１年３月 「バス利用アンケート調査」を実施
２００２年３月３１日
JRバス，次の路線を撤退
１．本篠山～篠山口駅
２．園篠線（本篠山～福住間）
３．市野々線
４．後川線
５．篠山口駅～篠山鳳鳴高校
６．篠山産業高校前
２００２年４月１日 １，３，４，５，６：神姫バスが運営を引き継ぐ２：園部町と共同でバス購入して運営。京都バスが代替運行
２００２年８月３１日
JRバス，次の２路線を撤退
７．本篠山～火打岩
８．本篠山～曾地奥
２００２年９月１日
７，８：乗合タクシー運営。日本交通が運行
７：４人乗り往復３便，３００円区間＋５００円区間
８：９人乗り往復１便，３００円区間＋４００円区間
２００２年９月３０日 JRバス，９園篠線（園部駅西口～福住間）を撤退。聖カタリナ女子高校への通学等
２００２年１０月１日 ９：園部町と共同でバスを購入して運営。京都バスが代替運行
２００３年度
コミュニティバス計画策定
２００３年１０月実施の「ふだんの生活交通アンケート調査」の結果を
踏まえて
２台，週２回程度，１日４～７便（往復で半分）
路線バス未運行地域，停留所３００m間隔
１００円／１回
２００４～２００５年度
コミュニティバスの運行準備
路線（ルート），停留所，頻度，ダイヤの決定
運行事業者の決定：神姫バス（市内で路線バスを運営）
国庫補助申請（実証運行）：半額，最長２年
愛称の決定：コミバス ハートラン
２００５年１０月３日
７路線で実証運行開始
A西紀北地区 金曜
B大芋・村雲・福住，雲部地区 月・木曜
C今田・古田地区 火・木曜
D大山・味間地区 月・水曜
E大芋・福住地区 火・金曜
F篠山・城北・岡野・八上・城南・味間・西紀南地区 水・土曜
G後川地区 火・金曜
２００６年度 ２００６年５月１９日道路運送法改正への対応地域公共交通会議の設置
資料）篠山市政策部企画課，２００７，『第１回篠山市地域公共交通会議資料』
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働して公共交通を維持する体制を整えた。２００７年度にコミュニティバスの
運行を正式に事業化し，２００８年４月からバス停以外での乗降を可能にした。
２００９年４月に路線・ダイヤを大きく改正し，２０１１年４月に再改正して今日
に至る。乗合タクシーの２路線は，地元（火打岩，曽地）が赤字額の５％
を負担して継続されている。病院や買い物利用が主な火打岩線では平日に
定時定路線で６便（往復３便），土日祝日にデマンド形式で４便の運行，
小中学校への遠距離通学が主な曽地奥線では平日に定時定路線で２便（往
復１便）運行し，現在に至っている。
図５には，JRバス廃止後に神姫バスへの引継ぎや乗合タクシー運営を
開始した２００２年度，２００５年からのコミュニティバス実証運行と２００７年から
の正式運行の時期，２００９年度の改正以後現在に至る時期の３期の路線が示
されている。第２期のコミュニティバスでは各地区内の移動が主であった
が，第３期には，乗客の利便性を高めるために，周辺６ルートのうち A，
E，Gの３ルート以外は篠山市中心部の篠山市役所まで直接アクセスでき
るようにルートとダイヤが改正された。代替交通の導入以前からスクール
バスの運営をはじめ地域公共交通に要する経費は大きかったが，コミュニ
ティバス等の導入によりさらに膨れ上がった（表４）。国庫補助金は３年
間の時限補助のため，２００８年度から市負担金は一層拡大した。２００９年，運
賃は１００円から２００円に改定された。延伸区間まで乗車した場合の運賃は，
路線バス運賃と同じ５００円である。値上げと便数削減等により市負担金の
抑制に努める一方で，２００８年から乗降地点の弾力化，２００９年と２０１１年のル
ート微調整により，効率性と利便性を高める努力を継続している（表５）。
このように定期的に見直しを行いながら篠山市は公共交通を継続してい
る。しかし，乗車人数，維持経費の問題状況はあまり改善していない。篠
山市内のバス網は路線バス，コミュニティバス，乗合タクシー，スクール
バス，福祉バスからなるが，学期中の１週間あたり全バス便数１，４７５便中，
路線バスが１，１３５便（７７％），スクールバスが１６５便（１１％），コミュニティ
過疎地におけるニーズと地域特性に即した生活支援のバス交通 123
バスが１２６便（８．５％）を占める３）。路線バスに対して，篠山市は２００７年度
３，７２１万円の補助（赤字に対する市負担金）を，２００８年度には，５３系統「篠
山営業所～清水」路線が県補助対象外になったため，市補助が大幅に増加
し，５，０８９万円の補助を行っている。特に５６系統「篠山口～草山温泉」路
線の赤字が大きく，その補助額だけで２１６７万円に達している。また，コミ
ュニティバスに対して，開始した２００５年度から３年間は，１１３９万円，１６７７
万円，１９９０万円の市負担金であったが，２００７年１０月以降国の補助期間が終
わったため，２００８年度は約２，６００万円の補助に増加した。乗合タクシーに
対しても，赤字に対する地元部落負担額（５％）を差し引いた３３４万円を
市が負担している。その結果，３つを合わせた市負担金は，２００７年度予算
で５，９０５万円であったのが，２００８年には８，０２３万円（１３６％）に拡大した。
これ以外に，表４にみたように車両２０台を保育園・幼稚園・小学校・養護
学校・中学校の通園通学に稼働しているスクールバスに１億２，７８２万円，
福祉バスに１，７３７万円の運行経費を市は支出しているので，併せて市は２
億円を超える財政負担を行っている。これらの金額はその後も全体として
縮小していない。２０１３年度予算では，路線バス，コミュニティバス，乗合
タクシーに計５，１２８万円，スクールバス事業に１億５，５２７万円の財政負担を
している。スクールバス事業は過疎対策と共に新規居住者を誘致する篠山
市の施策にもとづくので，現状の採算だけで論じるわけにはいかないが，
市は２０１１年度決算での財政指数が全国ワースト７位の市であり，利便性・
効率性が低いまま事業を継続する条件に乏しい。公共交通に対する多額の
予算支出に対して，乗車人数については，どのような状況であろうか。
２００８年に神姫バスが行った乗降データによれば，篠山市内の神姫バス４０
路線を往路と復路（上りと下り）に分けた計８０線のうち，１７線（２１％）で
乗車人数が１人／１便未満である。コミュニティバス計１４線では，２００７年
度下半期の篠山市集計データによれば，乗車人数が平均１．３人／１便で，
中心部を走る D路線上下を除けば，Fと Gの４線（２９％）はほとんど全
124
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乗合タクシー
代替バス
スクールバス
0 8 164
km
西紀北　金曜
村雲･雲部　月･木曜
大芋･福住　火･金曜
後川　火･金曜
篠山･城北･八上･城南　水･土曜
大山･味間　月･水曜
今田･古市　火･木曜
N
１）２００２年当時の公共交通
N
２）２００５．１０～２００９．３ コミュニティバス
路線バス，スクールバス，乗合タクシーは２００２年当時のものをほぼ踏襲して，
運行が継続されている
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km
西紀北　火･木曜
村雲･雲部～市役所　月･金曜
大芋･福住　水曜
後川　火・金曜　
篠山･城北･八上･城南　金曜
今田･古市～市役所　火･木曜
大山･味間～市役所　月･水曜
期間にわたって１人／１便未満，A路線を含む６線（４３％）で１人／１便
未満になることが多かった。コミュニティバスの収支率は２００８年度当時
４％と全国的に見てきわめて低かった。丹波型村落と疎塊村の集落形態の
ため篠山市には２６１の集落が所在するため，生活支援の公共交通が非効率
な運行経路をとり，集落群を効率的にカバーできず乗車率が伸びないこと
はやむをえない部分も大きい。しかし，それでも改善策が追求されねばな
らない。２０１２年度現在，収支率は８．８％と若干改善しているが，それでも
兵庫県下のコミュニティバスを営む市町村２７市町村中で下から４番目，利
用者１人当たり行政負担額は２，１２０円で最も負担額が大きい。支線路線バ
ス廃止後，火打岩線と曽地線を除く全域において等しくコミュニティバス
が運営されてきたが，利用者の全体的低迷と地域差の拡大により，A～G
の全路線をコミュニティバスとして維持していくことが困難さを増してい
N
３）現行コミュニティバス
図５ 市内８バス路線廃止に伴い，篠山市のコミュニティバス運営などによる
対応（２００２年～現在）
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る。
篠山市の推移と現状について，次のように要約できよう。コミュニティ
バス導入当時は，路線バスや福祉バスとのすみ分けを図って，コミュニテ
表４ 篠山市のバス運行経費（２００７年度予算額）
千円
種類 費目 国庫補助金 県補助金 市負担金 計 備考
路線バス
市単独バス対策等補
助金
― ― ２２，１４８ ２２，１４８
バス対策（県単独路
線）費補助金
― ４，５８９ ４，５９０ ９，１７９
生活交通路線維持費
補助金
― ― ６８ ６８
バス路線活性化支援
助成金
― ― ５，８１６ ５，８１６
計 ０ ４，５８９ ３２，６２２ ３７，２１１
コミバス等
乗合タクシー ― ３５９ ３，２３３ ３，５９２
代替バス ― ― ２，３３８ ２，３３８
ハートラン ６，６００ ― ２０，８５７ ２７，４５７
計 ６，６００ ３５９ ２６，４２８ ３３，３８７
その他
スクールバス ― ― １２７，８１５１２７，８１５
車両２０台（保・
幼・小・養・中）
外出支援サービス事
業
― ― １７，３７２ １７，３７２
通院移送・西
紀北福祉バス
放課後児童健全育成
事業
― ― １，１００ １，１００車両４台
市バス運行管理委託
業務
― ― １５，１６８ １５，１６８車両４台
計 ― ― １６１，４５５１６１，４５５
合計 ６，６００ ４，９４８ ２２０，５０５２３２，０５３
資料）篠山市政策部企画課，２００７，『第１回篠山市地域公共交通会議資料』
注）生活交通確保のための財政措置（特別交付税）がある
外出支援サービス事業の金額は２００６年度決算額
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ィバスの市中心部への直接乗り入れを避けたため，乗り継ぎが必要であっ
た。また，集落間の公平性の観点からできるだけ多くの集落を運行してい
た。このため，効率性が低く，運行コストが高かった。乗車者数が少なく，
収支率が低いうえに市負担額が大きかった。２００９年４月，利用者の利便性
を優先して，コミュニティバスによる市中心部への直接乗り入れに変更し，
他方で，効率性を高めるため便数を削減した。延伸により１ルートの総延
長距離と所要時間が拡大するので，新しい運行路線では効率的な運行を目
指すように重複ルートを解消し，枝路を減らす経路に変更し，ルート運行
所要時間の短縮を図っている。こうして低い収支率や財政負担が若干改善
されたが，利用者数の低迷と４割強の路線での乗車率の低さが顕在化して
いる。路線バスにおいても神姫バスの赤字補てんへの財政負担が拡大し，
乗車率の悪い路線が４割を超えている。２０台のバスを所有して運営してい
表５ 篠山市コミュニティバスの運行内容の変化
２００５．１０―２００９．３ ２００９．４―
方面 往復の便数 運行曜日 往復の便数 運行曜日 備考
西紀北 A ５ 火，木 A ５ 火，木
村雲雲部 B ３ 月，金 B ２ 月，金 市役所まで延伸
今田古市 C ３ 火，木 C ２ 火，木 市役所まで延伸
大山味間 D ４ 月，水 D ３ 月，水 市役所まで延伸
福住 E１ ２ 水 E１ ２ 水 E１＋B
大芋福住 E２ ２ 水 E２ １ 水
城北 F１ ６ 木 F１ ４ 金
八上 F２ ５．５ 木 F２ ３ 金
後川 G ４．５ 火，金 G ４．５ 火，金 最終便ルート逆に
各１００円／１回 各２００円／１回
資料）『コミバスハートラン時刻表』各年版による
注）２００８年４月からバス停以外の地点でのバス乗降可に変更
２００９年４月１日以降の路線バス料金は５００円。コミバスも延伸区間は５００円
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るスクールバスの経費が増大して１億５千万円を超える多額の市負担額を
要するに至っている点とあわせて，生活支援の交通に関して，施設の再配
置とデマンドバスや過疎地有償運送等の交通手段との両方を視野に入れた
新たな検討が必要になっている。自家用車を運転できない，家族・知人に
よる送迎がない交通弱者だけが利用する対象となっており，その結果８割
を超える住民がコミュニティバスを全く利用しない構造ができている。し
たがって，全住民に対して，支払意思額を含め，現行方式を含むさまざま
な協働方式での運行タイプを提示して，本人参加が見込める持続可能性の
高い公共交通施策を選択する問いかけを発信する必要がある。
 富山県氷見市
氷見市は旧氷見郡全域から成り，広い山間部を含む。北部が地すべり地
帯で，昭和３６（１９６１）年，昭和３９（１９６３）年，平成３（１９９１）年に大規模
な地すべり災害が起きた。集落全域が被災した例も含めて被害が大きく，
挙家離村による転出，生徒数の減少による小中学校の統合とさらなる過疎
化が進行した。氷見市は伝統的に漁業を主産業とするが，現在は高岡市さ
らに富山市方面への自動車・鉄道による通勤が多い。バスも高岡駅前を起
点にして氷見市内に至る広域幹線７路線と，氷見駅を起点とする市内路線
５路線および観光振興を主要な動機に新たに市街地施設を周遊する１００円
循環バスが加越能バス株式会社により運営・運行されている。路線バスは
乗車人数を急速に減少させ，路線バスの維持が徐々に困難さを増している。
氷見市では，人口減少比率が最も高い，北部の八代地区と碁石地区への
路線バスが２０００年に廃止された（図６）。そこで，市が代替バスを運営し，
加越能バスに継続して運行を委託した。しかし，利用者数低迷のため，八
代地域では２００５年９月３０日に，碁石地域では２０１０年９月に，市は代替運営
をやめた。なお，氷見市は，スクールバスと通院・買い物等の生活バスを
峻別し，前者に対しては別に運行している。市の代替運営に代わって，そ
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れぞれの地域で NPO法人活性化協議会が組織され，八代地域では２００５年
１０月から，碁石地域では２０１０年１０月から，地区住民を対象としたバス運送
を開始した（表６）。２００６年１０月に施行された道路運送法の一部改正に伴
い，過疎地有償運送として登録した。さらに，これまで交通空白地域にな
っていた灘浦地域でも，八代地域活性化協議会が２０１２年４月２日から過疎
地有償運送のバス運送を開始した（図７）４）。これは，灘浦地域の山間部
の住民がバス交通の機会を希望し，先行して NPO法人バスによりそれを
実現した八代地域活性化協議会が，その運営・運行を担当したことを意味
図６ 氷見市の地区別人口の推移
資料）国勢調査 各年版
注）グラフでは，氷見市１８地区のうち，対１９６０年値で１４０％以上増加した窪地区
（２３４．４％），宮田地区（１４６．８％）を除いた１６地区について示した
130
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3路線共通のル トー
碁石地区　やまびこル トー
八代地区　ますがたル トー
灘浦地区　なだうらル トー
する。灘浦地域の住民が自ら NPO法人を組織化するまでには至っていな
いが，運行ニーズが高いので，運行をまず実現したのである。灘浦地域の
住民は，今後，NPO法人の設立を実現して，八代地域活性化協議会から
運営・運行を引き継ぐことをめざしている。
氷見市の３路線「ますがた」「やまびこ」「なだうら」は，上述のように，
いずれも過疎地有償運送バスである。「過疎地有償運送」は，運送事業者
の営業が困難であるが，地域住民が生活に必要と合意した旅客輸送を確保
するために，一定の条件を満たした市町村や特定非営利活動法人が１１人以
上あるいは１１人以下の乗車定員の車両によって有償旅客輸送を，登録制の
下で行うことを意味する。その輸送サービスは，実費の範囲内，営利とは
認められない範囲内で，当該法人等の会員に対して行うものでなければな
らない。また，運送区域は，市町村長が主催する運営協議会の市町村を単
N
図７ 氷見市のNPOバス路線図
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位とし，旅客の発地または着地が運送区域になければならない。富山県は
２００７年度に県単事業として，NPO等による過疎地有償運送に対する補助
制度を創設した。「ますがた」が最初にこの適用をうけた。
３路線のうち，「ますがた」「なだうら」方式と「やまびこ」方式では，
年会費・運賃方式に違いがある。前者では，NPO年会費と居住エリア別
バス利用年会費の支払いのみで，毎回の乗車に対する運賃の支払いは不要
である。一方，後者の「やまびこ」では，NPO年会費の額が低く，利用
年会費を徴収しない代わりに，毎回の乗車ごとに距離制により４段階に区
分された運賃を支払う。前者の方が運行地区住民全体でバスを維持する方
式である。後者の方がバス利用のときどきの負担が大きく，受益者負担の
考えに近い。前者の方式のほうが年度ごとの会費収入があらかじめ定まり，
かつ年度による会費収入のばらつきが小さいであろう。いずれの方式の方
がより安定的に運行経費を収入で長期的に充当できるかについては，「ま
すがた」の２００６～２００９年会費収入と「やまびこ」の２０１０～２０１１年会費収入
を比較する限りでは結論づけることができない。しかし１日平均乗車者数
で両者を比較すると，「ますがた」のほうが「やまびこ」よりも同じ住民
数あたりで多くの人がバスを利用している。それゆえ，乗車ごとに料金を
支払う方式の場合，潜在的需要よりも実際の利用が抑制されることがわか
る。NPO会費＋利用年会費の合計額が，住民の支払意思額に近い額に設
定でき，かつその会費収入がバス運行の維持経費に見合う額となるなら，
住民の乗車を活発にして住民間の親睦・交流の機会を高め，かつ地区内の
見回り・防犯パトロールの副次的機能も果たせる「ますがた」方式のほう
がふさわしいといえよう。
また，NPOバスにおいては，NPO法人が運営主体である。したがって，
いかに多くの沿線住民が NPO会員になるかが，バス運営の安定・持続可
能性にとって大きな意味を持つ。「ますがた」「なだうら」「やまびこ」は
それぞれ八代地区，灘浦の山間部地区，碁石地区の住民の生活支援のため
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１１
年
）
注
１５
４８
１
．５
万
円
（
２０
０８
年
），
４８
２
．５
万
円
（
２０
０９
年
）
注
５
副
次
的
機
能
地
区
内
の
見
回
り
・
防
災
パ
ト
ロ
ー
ル
地
区
内
の
見
回
り
・
防
災
パ
ト
ロ
ー
ル
地
区
内
の
見
回
り
・
防
災
パ
ト
ロ
ー
ル
備
考
中
学
生
以
下
は
無
料
で
通
学
に
利
用
可
灘
浦
地
区
で
の
N
PO
法
人
設
立
を
目
指
し
て
い
る
注
１０
市
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
を
廃
止
す
る
可
能
性
が
あ
る
利
用
し
な
い
世
帯
も
賛
助
会
員
と
し
て
出
資
利
用
し
な
い
世
帯
も
賛
助
会
員
と
し
て
出
資
２０
１１
年
１０
月
車
両
更
新
半
額
を
N
PO
が
負
担
資
料
）
氷
見
市
商
工
観
光
戦
略
課
資
料
，
N
PO
法
人
八
代
地
域
活
性
化
協
議
会
，
同
碁
石
地
域
活
性
化
協
議
会
で
の
聞
き
取
り
，
富
山
県
地
方
自
治
研
究
セ
ン
タ
ー
，
２０
１１
，『
自
治
研
と
や
ま
』
７５
，
７６
に
よ
る
注
１
）
名
称
「
ま
す
が
た
」
は
地
元
の
山
名
。
車
体
の
藤
の
花
の
絵
柄
は
運
行
地
区
の
磯
辺
神
社
周
辺
の
藤
の
花
に
ち
な
む
注
２
）
２０
００
年
４
月
に
小
中
学
校
統
合
と
と
も
に
加
越
能
鉄
道
が
路
線
バ
ス
を
廃
止
。
ス
ク
ー
ル
バ
ス
を
兼
ね
て
市
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
を
営
業
し
て
加
越
能
鉄
道
に
運
行
委
託
し
た
が
，
２０
０５
年
９
月
末
に
利
用
者
数
低
迷
で
市
営
を
断
念
注
３
）
N
PO
会
費
は
５
千
円
。
利
用
年
会
費
は
エ
リ
ア
別
料
金
で
，
磯
辺
，
角
間
，
小
滝
，
国
見
，
胡
桃
集
落
は
２
万
円
，
吉
滝
集
落
は
１
．５
万
円
，
そ
の
他
は
５
千
円
注
４
）
２０
１１
年
５
月
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
で
の
値
注
５
）
利
用
年
会
費
５
千
円
，
１
万
５
千
円
，
２
万
円
の
各
会
員
数
×
各
（
N
PO
会
費
＋
利
用
年
会
費
）
の
計
値
と
，
バ
ス
を
利
用
し
な
い
住
民
世
帯
数
×
N
PO
賛
助
会
員
会
費
５
千
円
の
計
値
と
の
合
計
値
。
世
帯
数
を
全
年
と
も
２６
９
世
帯
と
み
な
し
て
算
出
し
た
注
６
）
名
称
「
な
だ
う
ら
」
は
運
行
地
区
名
。
車
体
の
ツ
バ
キ
の
絵
柄
は
運
行
地
区
の
長
坂
の
ツ
バ
キ
に
ち
な
む
。
注
７
）
N
PO
会
費
は
５
千
円
。
利
用
年
会
費
は
，
女
良
地
区
の
平
，
吉
岡
，
平
沢
，
長
坂
集
落
は
２
万
円
，
宇
波
地
区
の
大
窪
，
戸
津
宮
，
白
川
集
落
は
１
万
５
千
円
，
薮
田
地
区
の
見
田
窪
は
１
万
円
，
阿
尾
地
区
や
そ
の
他
の
集
落
は
５
千
円
注
８
）
２０
１２
年
４
月
の
運
行
開
始
時
に
１８
５
人
の
会
員
数
。
そ
の
内
訳
は
正
会
員
７７
人
，
賛
助
会
員
１０
８
人
注
９
）
正
会
員
の
利
用
年
会
費
を
全
員
１
万
５
千
円
と
み
な
し
て
算
出
し
た
注
１０
）
現
在
は
N
PO
法
人
八
代
地
域
活
性
化
協
議
会
が
灘
浦
地
区
山
間
部
３０
６
号
線
一
帯
で
営
業
し
て
お
り
，
運
営
・
運
行
事
業
者
と
沿
線
地
区
が
異
な
る
注
１１
）
２０
０９
年
９
月
に
「
懸
札
線
」「
吉
懸
線
」
の
年
間
乗
車
密
度
が
１
．５
以
下
に
な
り
，
氷
見
市
と
地
域
住
民
の
間
で
バ
ス
運
行
に
つ
い
て
定
期
的
に
協
議
し
，
市
は
市
運
営
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
は
困
難
と
し
て
断
念
。
八
代
地
域
の
N
PO
バ
ス
運
行
を
参
考
に
し
て
，
N
PO
バ
ス
の
運
営
・
運
行
を
開
始
し
た
注
１２
）「
吉
懸
・
一
刎
地
内
」
＆
「
味
川
・
小
川
地
内
」（
吉
懸
線
）
又
は
「
懸
札
・
寺
尾
地
内
」
＆
「
上
余
川
地
内
」（
懸
札
線
）
／「
余
川
地
内
」
／「
稲
積
地
内
」
／「
市
街
地
」
の
４
区
分
。
同
一
区
間
運
賃
１０
０
円
，
区
間
を
ま
た
ぐ
と
２０
０
円
～
４０
０
円
。「
吉
懸
・
一
刎
地
内
」
又
は
「
懸
札
・
寺
尾
地
内
」
～
「
市
街
地
」
は
５０
０
円
注
１３
）
２０
１０
年
１０
月
現
在
の
国
勢
調
査
値
注
１４
）
会
員
は
１
世
帯
千
円
の
N
PO
年
会
費
を
支
払
う
。
注
１５
）
N
PO
会
費
は
千
円
。
バ
ス
利
用
１
回
ご
と
に
２０
１２
年
６
月
以
前
は
エ
リ
ア
別
運
賃
２０
０
円
～
５０
０
円
（
４
区
分
），
２０
１２
年
７
月
以
後
は
３０
０
円
～
６０
０
円
（
４
区
分
）
を
回
数
券
で
支
払
う
。
年
会
費
千
円
×
会
員
数
＋
４
区
分
の
中
央
値
の
金
額
３５
０
円
×
年
間
利
用
者
数
を
会
費
収
入
と
み
な
し
て
算
出
し
た
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のバスではあるが，同時に，起点から主要な目的地である氷見市民病院，
市役所，氷見駅などに至るまでの沿線住民にとっても生活支援の役割を果
たす。したがって，できる限り多くの沿線住民が会員となってバスが運行
されるように利便性を高めることで，効率性が増す。過疎化の厳しい起点
地区のみのニーズで組まれて実現・維持できるというよりは，沿線地区全
体が会員になって支えていく意識をもたないと，起点地区の高い人口減少
率により収支の悪化が進行し，経営的に困難に陥りやすい。
上記以外にも，３NPOバスでは，マイクロバスか小型バスの運行，バ
ス停の間隔が８００m～１km弱，復路での自由乗降，車イス用リフトや補助
ステップの設置など，高齢者が多い乗客の利便性を高め，移動を実現する
工夫が施されている。直接的に交通の利便性を高めるこれらの取り組み以
外にも，バスの運行は，副次的に地域の防災パトロール機能を有し，住民
どうしが同乗と買い物や通院などの生活行動を通じて交流を深めるなど，
ソーシャルキャピタルの育成に役立っている。さらに，バス運転手には，
第二種運転免許を取得している地元の人が採用されている。NPO法人の
地域活性化協議会は理事長をはじめとして地元の人々で構成されており，
地域生産力の向上，就業・雇用を含む活性化に向けた話し合いと取り組み
についても，バス運営を契機に，議論し活動している。このように，交通
を通じて具体的に生活の質の維持・向上を追求する取り組みが出現してい
る。
 愛知県北設楽郡
愛知県北設楽郡の豊根村，東栄町，設楽町では，設楽町域の一部を除い
て早く路線バスが撤退した。１９８５年，１９８８年，１９８８年からそれぞれ別々に
町村営バスの運行を開始し，すでに四半世紀に至っている。この間，人口
希薄な山間部では，個々の町村域を超えて共通の学校・病院・中心集落な
どにアクセスすることが日常生活において増え，個別町村ごとの運行路線
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とダイヤ設定では手間がかかるわりに十分な対応がとりにくい。財政的に
も単独の町村では公共交通を維持することが大きな負担になりつつある。
過疎化の進行により，利用者の増加を図ることが困難であるが，日常生活
圏に沿った効率性と利便性をバスに期待するニーズが，変わらず存在する。
これを受けて，北設楽郡のコミュニティバスの一体的運行を目指して愛知
県が主導して，設楽町役場内に「北設楽郡公共交通活性化協議会」を設置
し，企画課に県職員を出向させた。
協議会は，３町村の人口・将来人口推計，住民への生活行動アンケート，
町村営バスをはじめとする公共交通政策と収支・利用状況を分析し，それ
をふまえて新たな公共交通の具体策を含む『北設楽郡地域公共交通総合連
携計画』を２００９年８月に作成した。現状の問題点として，町村内中心地
へのアクセスに偏り町村間移動が不便で必要度の高い高校や病院への移動
も不便，ダイヤ編成が小中学校通学（登下校）に特化して買い物や通院
に適した帰路ダイヤがない，路線ルートからはずれた公共交通空白地域
が散在する，バスと移送サービスが混在し役割分担が不明確で町村の財
政負担が増大している，の４点を指摘した。そして，現行の町村営バスを
「基幹バス」「支線バス」「予約バス」の３種類に分け，「基幹バス」で町村
をまたぐ通院・通学・都市部へのアクセスの向上，「支線バス」で町村内
をつなぐバスの効率性の向上，非効率なダイヤの便をデマンド型「予約バ
ス」に切り替えて公共交通空白地域の解消をめざすこと，旧設楽町と旧津
具村の「移送サービス」と「福祉タクシー」の二本立ての解消と機能に即
した効率的移送方法の必要を挙げた。
２０１０年３月から，これまでのバス路線群を「基幹バス」「支線バス」に
分けて，「おでかけ北設」の名称で，３年間の実証実験が開始された（図
８）。開始前後の路線，区間，便数，運賃を表７―１に対照した。これまで
大半の路線は各町村内で完結していたが，路線の統合により３町村の住民
に共通して高いニーズがある田口高校・東栄病院・JR東栄駅・温泉施設
136
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へのアクセスを可能にした（基幹１・２・３・５路線）。また，３町村の
上位中心地新城市と豊田市（稲武）の病院・アメニティ施設等に至る既存
路線（基幹４・７路線）との接続を改善した。あわせて運賃体系を簡略に
し，かつ上限を低く設定して利用の促進を図った。そして，それぞれの町
村内で各路線の沿線住民との協議に時間をかけ，通院や小中学校通学の機
能を確保する一方で，乗車効率の悪い昼間の一部ダイヤを予約のある時だ
け稼働する方式に切り替え，あわせて新たな予約バス路線を開拓して公共
交通空白地域の解消に努めた。表７―２中の，予約バス１～８がそれに該
当する。不十分ではあるが，多くの集落が予約便対象地として公共交通エ
リアに含まれるようになった。利便性を高めて利用率を上げる努力がなさ
れているが，それでも日頃バスを利用しない住民のおでかけ北設に対する
認知度は低く，予約バスの利用については２０１０年１１月現在，２０％弱の住民
の利用にとどまり，７０％余が利用の意思をもっていない。多くの住民がバ
N
図８ 北設楽郡のバス路線図
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スを日常の交通手段とみなして行動するまでには，まだ至っていないのが
現実である。
ところで，北設楽郡には２００７年現在，９０の集落があり，設楽町３５，東栄
町１４，豊根村４１である。うち人口１００人未満の集落が２１，その内訳は，設
楽町３，東栄町２，豊根村１６である。３町村のあいだで，幹線道路に面し
た集落の比率や，個々の集落の人口規模に大きな違いがある。豊根村や旧
津具村を典型として，歴史文化的な開発と生業の地域特性が，このような
集落・人口分布の地域差の根源にある。しかも，深刻な過疎化により，対
２００５年値で，２０年後の２０２５年に人口が三分の二以下に減少する予測である。
「おでかけ北設」が採用した「基幹バス」「支線バス」「予約バス」の仕組
みは，町村をまたぐ幹線バスが効率的な所要時間で運行し，支線バスが幹
線バスと有機的に連携することで最も機能する。したがって，豊根村や旧
津具村の住民にとって，このバスシステムは必ずしも適合的とはいえない。
また，「予約バス」は，「基幹バス」「支線バス」に連なることによっては
じめて機能する付随的方式である。小集落が各地に点在し，過疎化が進行
する豊根村において，村営バスとともに村が個別移送サービス「がんばら
マイカー」を運営してきたのは，このような地域特性を反映したものとい
えよう５）。
しかし，個々の町村が独自に生活支援の公共交通を維持することは，も
はや現実的でない。表８は，北設楽郡公共交通活性化協議会が稼働するま
での豊根村での村営バス施策の収支や運行実数指数である。運賃収入の低
下と人件費需用費の増加が併進し，支出が拡大して村財政に占める比重が
高まっている。
クリスタラーの交通原理が示唆するように，広域的な活動，数次の次元
で構成される活動を支援するバス網は，おでかけ北設が採用したように階
層的な構造をもつことになる。土地利用・資源を基軸に地表に即して集落
が立地してきた村落ではこのような階層性は当然ではあるが対応しない。
138
表
７
―１
愛
知
県
北
設
楽
郡
公
共
交
通
シ
ス
テ
ム
「
お
で
か
け
北
設
」
の
バ
ス
事
業
と
そ
れ
以
前
の
バ
ス
事
業
と
の
比
較（
１
）
２０
１０
年
３
月
番
号
路
線
名
区
間
延
伸
区
間
運
営
主
体
運
行
事
業
者
便
数
運
賃
（
円
）
豊
鉄
バ
ス
協
議
会
東
栄
町
豊
根
村
設
楽
町
自
治
体
企
業
平
日
週
末
最
低
額
乗
継
・
最
大
基
幹
１
東
栄
・
設
楽
線
本
郷
～
田
口
月
～
神
田
（
○
）
○
○
A
，
B
５
×
２
５
×
２（
土
）
１０
０
３０
０
基
幹
２
豊
根
・
東
栄
線
石
堂
～
東
栄
駅
本
郷
～
東
栄
駅
（
○
）
○
○
豊
根
村
A
５
×
２
－
２０
０
３０
０
基
幹
３
東
栄
線
と
う
え
い
温
泉
～
東
栄
駅
○
A
１０
×
２
９
×
２
１０
０
１０
０
基
幹
４
稲
武
線
田
口
～
ど
ん
ぐ
り
の
湯
前
○
B
５
×
２
－
１０
０
５０
０
基
幹
５
豊
根
・
設
楽
線
大
立
～
田
口
高
校
下
津
具
～
田
口
（
○
）
○
○
豊
根
村
５
×
２
－
２０
０
５０
０
基
幹
６
津
具
線
田
口
～
下
津
具
○
T
５
×
２
４
×
２
２０
０
４０
０
基
幹
７
田
口
・
新
城
線
田
口
～
新
城
病
院
前
○
T
９
×
２
６
×
２
２０
０
１１
５０
（
距
離
制
）
支
線
１
御
園
線
本
郷
～
御
園
天
文
台
前
○
A
４
×
２
－
１０
０
１０
０
支
線
２
東
薗
目
線
本
郷
～
長
泉
寺
○
A
３
×
２
－
１０
０
１０
０
支
線
３
坂
宇
場
線
石
堂
～
中
村
○
豊
根
村
４
×
２
－
２０
０
２０
０
支
線
４
三
沢
線
石
堂
～
山
内
○
豊
根
村
４
×
２
－
２０
０
２０
０
支
線
５
富
山
線
大
嵐
駅
～
漆
島
○
豊
根
村
４
×
２
－
２０
０
２０
０
支
線
６
宇
連
長
江
線
宇
連
～
天
堤
○
B
５
×
２
３
×
２（
土
）
２０
０
３０
０
支
線
７
三
都
橋
豊
邦
線
桑
平
～
田
口
○
B
３
×
２
２
×
２（
土
）
２０
０
４０
０
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２０
１０
年
３
月
１３
日
以
前
対
応
番
号
路
線
名
区
間
運
営
主
体
運
行
事
業
者
便
数
区
間
距
離
km
車
両
シ
ー
ト
数
運
賃
（
円
）
豊
鉄
バ
ス
協
議
会
東
栄
町
豊
根
村
設
楽
町
自
治
体
企
業
平
日
週
末
最
低
額
変
化
と
上
限
基
幹
１
神
田
線
田
口
～
向
嶋
－
○
B
６
×
２
５
×
２
８
．３
２９
２０
０
距
離
制
基
幹
１
月
線
本
郷
～
月
（
引
田
）
－
○
A
５
×
２
？
（
１４
．６
）
２９
１０
０
１０
０
基
幹
２
振
草
線
本
郷
～
日
向
－
○
A
４
×
２
－
１１
．２
２９
１０
０
１０
０
基
幹
２
本
郷
線
石
堂
～
本
郷
－
○
豊
根
村
５
×
２
－
１０
．８
２４
１４
０
距
離
制
（
７０
０
）
基
幹
３
東
栄
線
と
う
え
い
温
泉
～
東
栄
駅
－
○
A
１１
×
２
９
×
２
７
．２
２９
（
５５
）
１０
０
１０
０
基
幹
４
稲
武
線
田
口
～
ど
ん
ぐ
り
の
湯
前
－
○
B
５
×
２
－
２４
．９
５４
２０
０
距
離
制
基
幹
５
古
真
立
線
大
立
～
下
津
具
－
○
豊
根
村
３
×
２
－
２６
．８
１２
１４
０
距
離
制
（
８８
０
）
基
幹
６
津
具
線
田
口
～
下
津
具
○
－
T
５
×
２
４
×
２
１６
．７
６０
～
６３
２５
０
距
離
制
基
幹
７
田
口
新
城
線
田
口
～
新
城
病
院
前
○
－
T
９
×
２
６
×
２
３５
＋
α
６０
～
６３
２５
０
距
離
制（
１１
５０
）
支
線
１
御
園
線
本
郷
～
御
園
天
文
台
前
－
○
A
４
×
２
－
２１
．５
２９
１０
０
１０
０
支
線
２
東
薗
目
線
本
郷
～
長
泉
寺
－
○
A
４
×
２
－
１２
．７
２９
１０
０
１０
０
支
線
３
坂
宇
場
線
石
堂
～
中
村
－
○
豊
根
村
４
×
２
－
１４
．３
５６
１４
０
距
離
制
（
５３
０
）
支
線
４
三
沢
線
石
堂
～
山
内
－
○
豊
根
村
４
×
２
－
１３
．６
２９
１４
０
距
離
制
（
６５
０
）
支
線
５
富
山
線
大
嵐
駅
～
漆
島
－
○
豊
根
村
４
×
２
－
５
．７
１０
１４
０
距
離
制
（
２７
０
）
支
線
６
宇
連
長
江
線
宇
連
～
天
堤
－
○
B
５
×
２
－
１５
．９
１０
２０
０
距
離
制
支
線
７
三
都
橋
豊
邦
線
桑
平
～
田
口
－
○
B
３
×
２
－
２０
．６
２７
２０
０
距
離
制
資
料
）
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
，
２０
１０
．３
，『
お
で
か
け
北
設
だ
よ
り
』
５
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
，
２０
０９
．８
，『
北
設
楽
郡
地
域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
』
設
楽
町
・
東
栄
町
・
豊
根
村
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
，
２０
１３
．７
，『
第
２
次
北
設
楽
郡
地
域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
』
設
楽
町
・
東
栄
町
・
豊
根
村
ht
tp
:/
/w
w
w
.to
w
n.
sh
ita
ra
.a
ic
hi
.jp
/o
de
ka
ke
/２
０１
３
年
８
月
閲
覧
注
）
表
中
の
運
営
主
体
の
協
議
会
と
は
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
を
指
す
表
中
の
運
行
事
業
者
の
「
豊
根
村
」
は
豊
根
村
直
営
，
A
，
B
，
T
は
東
栄
タ
ク
シ
ー
有
限
会
社
，
日
本
総
合
サ
ー
ビ
ス
K
K
，
豊
鉄
バ
ス
を
指
す
表
中
の
路
線
の
番
号
は
，
図
８
の
番
号
と
対
応
し
て
い
る
140
表
７
―２
愛
知
県
北
設
楽
郡
公
共
交
通
シ
ス
テ
ム
「
お
で
か
け
北
設
」
の
バ
ス
事
業（
２
）２
０１
３
年
度
現
在
２０
１３
年
３
月
１６
日
～
番
号
路
線
名
区
間
運
営
主
体
バ
ス
路
線
の
種
類
便
数
ス
ク
ー
ル
バ
ス
機
能
通
院
機
能
予
約
バ
ス
導
入
時
期
ル
ー
ト
外
集
落
の
う
ち
予
約
便
対
象
地
豊
鉄
協
議
会
東
栄
豊
根
設
楽
平
日
週
末
基
幹
１
東
栄
設
楽
線
本
郷
～
田
口
（
○
）
○
○
基
幹
バ
ス
５
×
２
５
×
２（
土
）
○
（
小
高
）
－
－
予
約
１
う
ち
設
楽
区
間
（
○
）
○
予
約
バ
ス
注
１
２
×
２
０
２０
１１
．１
．４
桑
原
，
平
山
，
大
神
田
，
田
代
基
幹
２
豊
根
東
栄
線
石
堂
～
東
栄
駅
（
○
）
○
○
基
幹
バ
ス
５
×
２
２
×
２（
土
日
祝
）
○
（
小
中
）
○
－
－
基
幹
３
東
栄
線
注
２
と
う
え
い
温
泉
～
東
栄
駅
○
基
幹
バ
ス
９
×
２
７
×
２
－
－
基
幹
４
稲
武
線
田
口
～
ど
ん
ぐ
り
の
湯
前
（
○
）
○
基
幹
バ
ス
５
×
２
５
×
２（
土
）
－
－
予
約
２
う
ち
設
楽
区
間
（
○
）
○
予
約
バ
ス
１
×
２
１
×
２（
土
）
２０
１１
．１
．４
市
之
瀬
，
神
子
谷
下
基
幹
５
豊
根
設
楽
線
注
３
大
立
～
田
口
（
○
）
○
○
基
幹
バ
ス
６
×
２
０
○（
小
中
，高
）
－
－
基
幹
６
津
具
線
注
４
下
津
具
～
田
口
（
～
新
城
病
院
）
○
（
○
））
基
幹
バ
ス
５
×
２
４
×
２（
土
日
祝
）
○
（
高
）
○
－
－
基
幹
７
田
口
新
城
線
田
口
～
新
城
病
院
～
豊
川
～
豊
橋
○
基
幹
バ
ス
９
×
２
６
×
２（
土
日
祝
）
○
（
高
）
○
－
－
支
線
１
御
園
線
注
５
本
郷
～
御
園
天
文
台
前
（
○
）
○
支
線
バ
ス
３
×
２
０
○
（
小
）
予
約
３
う
ち
御
園
足
込
区
間
（
○
）
○
予
約
バ
ス
３
×
１
３
×
２（
土
）
２０
１０
．５
．１
御
園
，
坪
沢
・
長
沢
，
尾
々
，
橋
場
・
栃
畑
，
足
込
支
線
２
東
薗
目
線
注
５
本
郷
～
長
泉
寺
（
○
）
○
支
線
バ
ス
３
×
２
０
○
（
小
）
予
約
４
（
○
）
○
予
約
バ
ス
３
×
１
３
×
２（
土
）
２０
１０
．８
．２
下
田
，
川
角
，
名
倉
，
西
薗
目
，
東
薗
目
支
線
３
坂
宇
場
線
注
６
石
堂
～
中
村
○
支
線
バ
ス
４
×
２
０
○
（
小
）
○
支
線
４
三
沢
線
注
６
石
堂
～
山
内
○
支
線
バ
ス
４
×
２
０
○
（
小
）
○
支
線
５
富
山
線
漆
島
～
富
山
支
所
～
大
嵐
駅
○
支
線
バ
ス
７
×
２
０
支
線
６
宇
連
長
江
線
注
７
宇
連
～
天
堤
（
○
）
○
支
線
バ
ス
３
×
２
２
×
２（
土
）
予
約
５
う
ち
宇
連
・
長
江
の
一
帯
（
○
）
○
予
約
バ
ス
２
×
２
２
×
２（
土
）
２０
１０
．５
．１
裏
谷
，
大
名
倉
，
松
戸
，
小
松
，
奴
田
，
荒
尾
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支
線
７
三
都
橋
豊
邦
線
注
８
桑
平
～
田
口
（
○
）
○
支
線
バ
ス
２
×
２
２
×
２（
土
）
予
約
６
う
ち
三
都
橋
・
豊
邦
の
一
帯
（
○
）
○
予
約
バ
ス
２
×
２
２
×
２（
土
）
２０
１０
．７
．１
豊
邦
，三
都
橋
，西
川
，竹
島
，田
峯
，キ
ビ
ウ
，清
崎
，小
塩
予
約
７
振
草
線
注
９
本
郷
～
布
川
～
本
郷
（
○
）
○
予
約
バ
ス
２
＋
１
０
２０
１１
．１
．４
古
戸
，
小
林
，
粟
代
，
桑
原
，
平
山
予
約
８
三
ッ
組
・
三
輪
線
注
９
本
郷
～
三
ッ
組
・
三
輪
～
奈
根
（
○
）
○
予
約
バ
ス
２
×
２
２
×
２（
土
）
２０
１１
．１
．４
尾
篭
・
柿
野
，
三
ッ
組
，
河
内
，
深
谷
資
料
）
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
，
２０
１０
．１
１
，『
お
で
か
け
北
設
だ
よ
り
』
no
．８
以
後
，
no
．１
６
ま
で
の
各
版
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
，
２０
１３
．７
，『
第
２
次
北
設
楽
郡
地
域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
』
設
楽
町
・
東
栄
町
・
豊
根
村
注
１
）
予
約
バ
ス
は
，
前
日
ま
で
に
電
話
予
約
し
て
，
９
時
～
１５
時
の
特
定
の
ダ
イ
ヤ
に
，
基
幹
バ
ス
・
支
線
バ
ス
が
通
ら
な
い
集
落
の
停
留
所
で
乗
降
車
で
き
る
定
時
バ
ス
の
こ
と
。
運
賃
は
，
基
幹
バ
ス
や
支
線
バ
ス
の
運
賃
プ
ラ
ス
２０
０
円
注
２
）
東
栄
線
の
一
部
は
，
東
栄
町
役
場
～
東
栄
駅
や
，
本
郷
～
東
栄
駅
を
区
間
と
す
る
便
で
あ
る
注
３
）
豊
根
設
楽
線
の
う
ち
，
石
堂
～
下
津
具
が
６
便
で
う
ち
３
便
が
大
立
～
下
津
具
。
下
津
具
～
田
口
が
６
便
で
う
ち
１
便
が
下
津
具
～
田
口
高
校
ス
ク
ー
ル
バ
ス
注
４
）
現
行
の
津
具
線
は
，
北
設
楽
郡
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
が
豊
鉄
バ
ス
に
運
行
を
委
託
し
て
い
る
路
線
で
，
料
金
は
一
般
の
豊
鉄
バ
ス
と
は
別
体
系
で
豊
鉄
切
符
は
使
え
ず
，
協
議
会
が
定
期
券
等
を
担
当
し
て
い
る
。
豊
鉄
バ
ス
へ
の
委
託
費
１７
００
万
円
／
年
は
設
楽
町
が
負
担
し
て
い
る
注
５
）
御
園
線
，
東
薗
目
線
と
も
に
，
朝
夕
の
１
便
ず
つ
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。
御
園
線
と
東
薗
目
線
は
，
２０
１１
年
１０
月
２
日
ま
で
は
隔
週
，
１０
月
３
日
以
後
は
隔
日
で
予
約
バ
ス
を
運
行
し
て
い
る
注
６
）
坂
宇
場
線
，
三
沢
線
は
，
朝
１
便
が
集
落
か
ら
診
療
所
・
小
学
校
へ
の
，
ま
た
昼
前
の
１
便
が
診
療
所
，
午
後
の
２
便
が
小
学
校
か
ら
の
帰
宅
に
対
応
し
た
バ
ス
で
あ
る
注
７
）
支
線
宇
連
長
江
線
は
，
平
日
，
大
名
倉
～
田
口
～
長
江
が
３
便
，
宇
連
～
田
口
～
天
堤
が
２
便
運
行
し
て
い
る
。
予
約
バ
ス
で
は
，
宇
連
地
区
と
長
江
地
区
と
で
隔
日
運
行
し
て
い
る
注
８
）
三
都
橋
豊
邦
線
の
予
約
バ
ス
で
は
，
三
都
橋
豊
邦
の
一
帯
を
東
西
に
二
分
し
て
隔
日
運
行
し
て
い
る
注
９
）
振
草
線
と
三
ッ
組
・
三
輪
線
は
，
２０
１１
年
１０
月
２
日
ま
で
は
隔
週
，
１０
月
３
日
以
後
は
隔
日
で
予
約
バ
ス
を
運
行
し
て
い
る
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それゆえ，「基幹バス－支線バス」方式を機能させるには，通学の子供た
ちと通院や買い物の住民たちがともにそこで各自の用事をしながら待つこ
とができる建物（地区施設）を地区の主要道路沿いに設けることが有効だ
と思われる。
表８ 豊根村のバス運行収支と利用・運行状況
項目 ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９
収
入
計 ３８．３ ２９．７ ３６．７ ４１．８ ４１．５ ２１．１
運賃収入 １２．８ ９．３ ７．３ ７．３ ７．９ ７．４
補助金 ２５．５ ２０．５ ２９．４ ３４．４ ３３．６ １３．７
一般会計繰入金 ０ ０ ０ ０ ０ ３５．８
支
出
計 ３７．２ ２９．１ ３６．３ ４０．７ ３９．５ ５４
人件費 ３０．４ ２２．４ ２３．６ ３２．９ ３２．７ ３４．３
燃料等需用費 ５．１ ５．１ ５．８ ６．２ ５ ４．４
その他 １．７ １．６ ６．９ １．６ １．８ １５．３
地
域
条
件
人口 人 １，６５３ １，６０４ １，５７２ １，５０７ １，４６４ １，４３４
利用者 人 ３６，７３２ ３３，７５７ ３７，２６４ ３９，９９２ ４４，４５３ ４４，６１６
総運行距離 km ９７．２ ９４．６ １０４．９ １０８．７ １１１．１ １４６．１
運
行
実
態
指
数
A：運賃収入 １２．８ ９．３ ７．３ ７．３ ７．９ ７．４
B：人件費需用費等 ３５．５ ２７．５ ２９．４ ３９．１ ３７．７ ３８．７
C : A－B －２２．７ －１８．２ －２２．１ －３１．８ －２９．８ －３１．３
１人当り支出金＊ －１３．７ －１１．３ －１４．１ －２１．１ －２０．４ －２１．８
１当り年間利用数 ２２．２ ２１ ２３．７ ２６．５ ３０．４ ３１．１
１km当り利用者数 ３７７．９ ３５６．８ ３５５．２ ３６７．９ ４００．１ ３０５．４
資料）豊根村施設課 「村営バス施策の成果説明書」
注）金額の単位は１００万円。ただし，＊欄の単位は千円
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４．コミュニティバスの今後と閾値以下の需要への対応―むすびにかえて―
３地域の事例が示すように，過疎地・人口希薄地では，交通事業者の路
線バスが市町村の補助により維持され，市町村はその補助支出に往々多額
を要している。また，市町村運営のコミュニティバスも，住民の利用上の
利便性と経営の効率性のため改定を繰り返しているものの，乗車者が少な
く営業係数・収支率が悪い。つまり，経営面の困難さを抱えている。運行
技術面においては，バス停位置の見直し・停留所数の増加・帰路のバスを
中心とした自由乗降の拡大，運行経路の重複解消・１運行所要時間の短縮
・即時性の高い乗継ぎやダイヤの設定などの工夫が，利用者である住民と
の話し合いにより深められている。
経営面の困難さは，運行技術面の改善によって解決する部分と，それで
は解決しない部分からなる。経営面の困難の主たる原因は，営業係数の悪
化による。３つの事例は，運行技術面での改善の余地についても教えてく
れるが，より大きな問題として，運行技術面で解決しない部分をどのよう
に捉え，対応するのかが現在重要になっていることを教えている。コミュ
ニティバスに即して言えば，路線バスの撤退後にコミュニティバスを走ら
せた多くの地域において，運行技術面の改善にもかかわらず乗車人数の低
迷が解決できていない点である。
この低迷の要因には，ニーズの縮小，バスの存在の前提視，路線バスの
撤退が自らにとって問題でない，の３者が混在しているように思われる。
ニーズの縮小は，人口減少等により物理的に生じる。篠山市において，路
線バス撤退後に，火打岩と曽地においてコミュニティバス路線ではなく乗
合タクシーを選択した理由，氷見市において灘浦地区山間部に元来バス運
行がなかった理由，北設楽郡において富山地区から豊根村中心集落や設楽
町・東栄町方面のバス路線がない理由は，いずれもバスを運行するだけの
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需要がない，需要がバス運行に要する閾値以下にとどまるからにほかなら
ない。各地のコミュニティバスがその維持に困難度を増している現在，コ
ミュニティバスとデマンド交通等との境界をなすニーズの閾値はどの程度
に設定できるのか，あるいはどのように設定すべきかに関する検討が重要
性を増している。
多くの人にとってバスが運行していることはきわめてあたりまえである。
アンケートでの，今後必要になればバスをもっと利用するようになる，と
の回答はバスは運行しているものだとの意識に基づいている。しかし，地
方生活圏では，バスは利用しなければなくなる対象であると意識を変更す
る必要がある。路線バスと比較してコミュニティバスの場合，いかに運行
させるかに自らがかかわれる度合いが大きい。すでにコミュニティバスが
運行している場合，利用・乗車の仕方について協働を深めることが必要で
ある。人々がさまざまなニーズを挙げることが，地域社会の持つニーズの
特色を確認し，多様なニーズを可能にするバスの運行を可能にするために
必要である。利用者のニーズを吸い上げることにとどまらず，利用者が乗
車して真に利用に適するか否かを検証することが不可欠である。
路線バスの撤退が自らにとって問題でない，との考えは，公共交通の役
割を「目的地までの往復」による個々人の移動ニーズの充足に限定する観
念に由来する。氷見市八代地域活性化協議会が運営・運行する「ますがた」
が会費方式で過疎地有償運送としてのバスを運営・運行し，副次的に地域
の防災パトロール機能を有し，住民どうしが同乗と買い物や通院などの生
活行動を通じて交流を深めている状況は，過疎地・人口希薄地で運行され
る地域公共交通について移動の実現にとどまらない役割を生み出している。
より深刻な過疎地にあっては，相互支援に基づくボランティア輸送がより
実際的であろう６）。
路線バス・コミュニティバスの維持・持続可能性が，各地の地方生活圏
において徐々に困難さを増す中にあって，生活支援の公共交通に何を託す
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のか，新たな需要の喚起・生活の質の向上に地域公共交通をいかに切り結
ぶのかが，その比重を高めている。移動の一義的意義に基づく利便性と効
率性を追求する一方で，ニーズと地域特性の位相を生活の次元に据えて最
適な交通を考えることが，重要な課題となっている７）。
付記：２０１４年３月に専修大学を定年にてご退職される米田 嚴先生に，拙稿を
献呈させていただきます。１９９９年４月に赴任いたして以来，今日まで，地域の
認識，地域の把握のしかたを中心に，広範な分野に関してかずかずのご指導を
賜ってまいりましたことに対して，心より御礼申し上げます。
注
１）２０００年国勢調査により，「人口」「人口密度」「DID人口」「DID密度」「DID人口比
率」「DID面積比率」「自市区町村内通勤・通学比率」「自市町村内通勤・通学比率」
「通勤・通学での鉄道分担率」「通勤・通学での乗合バス分担率」「通勤・通学での自
家用車分担率」「通勤・通学での徒歩自転車分担率」「６５歳以上人口比率」「昼間人口
比率」「面積」「DID面積」の１６項目を指標に，北海道・東北・関東・北陸・東海の
２４都道県１８７５市区町村に関する因子分析を行った。その結果，第一因子「都市規模」，
第二因子「地域独立性」，第三因子「マイカー依存度」，第四因子「過疎性」，第五因
子「コンパクト性」が検出でき，固有値１以上の第一因子～第三因子を用い，その
大小（正負）で市町村を２３＝８類型に分類した。各類型の典型的市町村を選定して，
生活支援交通（バス）が抱える課題の体系的な把握に努めている。
国勢調査の上記指標群により分類された８市町村類型について各１事例地域を設
定して現地調査を行うことは，各地域類型において各種交通手段が果たしている機
能を知る方法にはなろう。しかし，各交通手段の運行形態は，同一類型の市町村群
においてもまちまちである。したがって，各地域類型から１事例地域を調査して，
その結果により各地域類型のバス交通が抱える問題点を導出して比較するのは，分
析のレベルが対応しておらず無理がある。
２）多くの企業交通事業者と一部の県市交通局は大都市と結ぶ長距離バスを運行して
いるが，それは日常生活圏内のバス交通ではない。図３では，国土交通省国土政策
局国土情報課の GIS公開データ（SHAPE形式）をダウンロードし，JGD２０００による
経緯度表示を UTMによる距離表示に変換した上で，路線長（運行距離）が１００km以
上の路線が概ね日常生活圏外への長距離交通に該当することを確認して除外した。
そのうえで，バス区分コードに従い，民間路線バス，公営路線バス，コミュニティ
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バス，デマンドバス別に ArcGISで作図した。この作業に関して小泉諒氏の教示を得
た。
３）篠山市のバス交通に関しては，篠山市（２００９．３），篠山市（２０１３．２），兵庫県県土
整備部県土交通局交通政策課（２０１３）を参考にした。
４）氷見市は，スクールバスと通院・買い物等の生活バスを峻別し，前者に対しては
別に公共バスを運営している。後者に対するコミュニティバスについても当初導入
したが，営業係数が悪い（収支率が低い）ため断念した。観光振興を主たる動機と
した市内施設循環のコミュニティバスは近年始めた新たな事業である。NPO法人八
代地域活性化協議会が運営する過疎地有償運送バス「なだうら」は，灘浦地域のう
ち，県道３０６号線沿いの山間部の住民が主たる利用者である。つまり，旧女良村の山
間部を構成する平，吉岡，平沢，長坂，姿，旧宇波村の山間部を構成する大窪，戸
津宮，五十谷，白川，旧薮田村の山間部を構成する見田窪，旧阿尾村の内陸部の北
八代の住民のための公共交通バスである。したがって，八代地域活性化協議会が運
営するが，同協議会が八代地区住民のために運行する「ますがた」とは異なり，「な
だうら」では，運営主体の所在地と営業地域が一致しない。
５）豊根村の「がんばらマイカー」は，２００６年６月２日の道路運送法改正により，自
家用自動車による有償旅客運送制度が創設されたことによって，２００６年７月１４日に
許可を受けた過疎地有償運送である。法改正以前は，必要性が高いため緊急避難的
に，道路運送法旧法第８０条第１項により例外的に自家用有償旅客運送は許可されて
いた。社団法人豊根村シルバー人材センターが運営・運行しており，運転が困難な
利用者からの電話での予約をシルバー人材センターが受け，事前に運転者登録して
いる２４人の中から運転手を手配する。運転手は登録済の自家用車を運転して利用者
の乗車地に向かう。医療機関への通院，行事参加，公共機関への用務が主たる運行
内容で，乗車地または下車地が豊根村の範囲内で，月曜日～金曜日の午前９時～午
後５時の間，運行している。一回の利用料は１，０００円である。
なお，高齢者を対象とした個別移送事業としての豊根村「がんばらマイカー」と
同じ種類の事業に，設楽町の「移送サービス」，設楽町津具地区の「福祉タクシー」
がある。これとは別に，スクールバスとして，設楽町の６路線（平山荒尾線，沖駒
線，名倉線，小塩線，田峯線，裏谷線），東栄町の２路線（三輪方面，振草古戸方面）
があり，それぞれ２０１２年度に５８人，２０人の小中学生を通学送迎している。したがっ
て，現状では，通学はスクールバスとおでかけ北設の２本立てになっている。
６）深刻な過疎地に，たとえば奈良県吉野郡野迫川村などがある。当地では，高齢世
帯や独居老人の生活を，自動車を運転する近隣住民がボランティア送迎・代替購買
行動によって支えている。ボランティア交通が１要素として機能し，支援される住
民の生きがいもエンカレッジする仕組みを，広域的なあるいは多様なメンバー間の
ネットワークにより構築する可能性を模索したい。
７）小稿は，２０１３年８月６日に京都国際会館で開催された国際地理学会京都大会 IGU
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２０１３Kyotoの C１２．２９マージナリゼーション部会セッション２における口頭発表をま
とめたものである。基盤研究（C）JSPS２３５２０９６４「農山村における多様な居住実態を
踏まえた地域資源のガバナンスの探求」の成果の一部である。
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